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「ガバメント AI 源内」商標およびブランドガイドライン 
2026 年７月 1 日 

はじめに 

「ガバメント AI 源内」は、デジタル庁が府省庁向け等に運用する生成 AI 利用環境です。ソースコ
ードの一部は OSS として公開しており、府省庁はもちろん、自治体、民間事業者、市民の間で広く
利活用されることを企図しております。そのため、行政デジタル化の推進に際して、「ガバメント
AI 源内」を利用しやすい環境を整えていきたいと考えております。 

一方、「ガバメント AI 源内」の名称や公式ロゴが、デジタル庁による推奨・認証を受けていない第
三者のサービスにそのまま使用されてしまいますと、住民・国民の誤認を招き、デジタル庁への信
頼を毀損するおそれが生じます。本ガイドラインは、コードや文書の自由な利用と、ブランドの誠
実な使用との両立を図るために作成しました。 

本ガイドラインの要点は次の二点です。  

• 一つめは、著作権の許諾と商標的要素の許諾を明確に分離することです。「ガバメント AI 源
内」のコードや文書は「ガバメント AI 源内」のライセンスのもとで自由に利用できる状態
を確保します。また、「ガバメント AI 源内」由来であると称することによって生じる「信
用」についても、本ガイドラインにて明示しています。 

• 二つめは、利用形態（無改変での利用、設定変更・組込み、派生物の作成、プロダクト提
供、マネージド提供）と利用者の区分（府省庁、自治体、法人事業者、個人事業者・任意団
体、第三者）の組合せに応じて、認められる使用の幅を整理することです。これにより、同
じ民間の利用者であっても、個人と法人とでブランド管理の責任主体としての位置づけが異
なることに、それぞれ対応できるようにしています。 
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第 1 部 基本方針 

1. 目的 

本ガイドラインは、次の目的を達成するために定めています。 

• 「ガバメント AI 源内」の利用許諾の透明性と予見可能性を高め、府省庁、自治体、民間事
業者、市民の利活用を促進すること。 

• 「ガバメント AI 源内」のブランドが誤認、なりすまし、またはデジタル庁の名義や信用が
不当に利用されることを防ぎ、住民・国民・事業者等との信頼関係を構築すること。 

• 著作権と商標要素を明確に分離し、コードと文書の自由な利用を確保しつつ、ブランドの誠
実さを保つこと。 

• 利用者の体制や影響範囲の違いに応じ、それぞれに適した利用の幅を整理すること。 

2. 適用範囲 

本ガイドラインは、デジタル庁が著作権を有し、又は管理権限を有する「ガバメント AI 源内」の
ブランド要素、すなわち、「ガバメント AI 源内」の名称および公式ロゴに適用します。 

なお、「ガバメント AI 源内」のソースコード及び文書そのものの利用条件（改変、再配布、商用利
用、派生物の作成、マネージド提供の可否等）は、「ガバメント AI 源内」のライセンスに基づくも
のとします。 

3. 用語の定義 

本ガイドラインにおいて用いる用語の意味は、以下のとおりとします。 

用語 定義 

ガバメント AI 源内 デジタル庁が公開・運用し、本利用規約の対象となる①ソフトウェア（本
ソフトウェア）、②本ソフトウェアのソースコード、③本ソフトウェアを
デプロイしたサービスをいう。  

「ガバメント AI 源
内」のブランド要素 

「ガバメント AI 源内」のうち、出所又は品質を識別する機能を有する要
素であり、名称、公式ロゴ、特徴的視覚要素を含むものをいう。  

派生物 「ガバメント AI 源内」を改変、拡張、組込み、又は翻案した二次的成果
物をいう。  

混同のおそれ 利用者又は住民が、その成果物の出所、品質、デジタル庁又は政府による
推奨や認証の有無について誤認するおそれのある状態をいう。  
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用語 定義 

記述的言及 「ガバメント AI 源内」に対応する」「ガバメント AI 源内」に基づく」
「ガバメント AI 源内」ベース」のように、事実関係を述べることを目的
とする言及をいう。  

4. 基本原則 

4.1 著作権と商標的要素の分離 

「ガバメント AI 源内」の著作権の扱いは、「ガバメント AI 源内」のライセンス許諾に従うことと
しますが、このライセンス許諾には、「ガバメント AI 源内」のブランド要素（名称およびロゴ）の
使用許諾は含んでいません。利用者は、ブランド要素については、本ガイドラインに従って取り扱
ってください。コード又は文書の利用が許諾されていることを根拠として、ブランド要素を自由に
使用することはできません。 

4.2 記述的言及の自由 

「ガバメント AI 源内」との関係を事実として述べる記述的言及は、本ガイドラインによる事前許
諾を要しません。すなわち、「本サービスはガバメント AI 源内の OSS コンポーネントを利用して
います」「ガバメント AI 源内 OSS を利用しています」「Compatible with ガバメント AI 源内
OSS」「Built with ガバメント AI 源内 open source software」の表現は問題ありません。ただし、
その言及の際は、次の要件を満たすようにしてください。 

• 出所の混同を招かないこと 
• デジタル庁又は日本政府による推奨、認証、又は保証を示唆しないこと 
• 利用者自身のブランド要素が「ガバメント AI 源内」のブランド要素よりも目立つように

表示されていること 

4.3 派生物には独自の名称を付ける 

「ガバメント AI 源内」を実質的に改変した派生物については、「ガバメント AI 源内」「源内」の
名称を派生物の名称に組み込むことはできません。派生物には独自の名称を付けることを原則と
し、「ガバメント AI 源内」との関係は記述的言及によって示してください。 

4.4 利用主体及び利用状況に応じた取扱い 

府省庁であるか個人であるかといった利用者の体制及び利用の影響範囲には大きな差があります。
そこで、本ガイドラインは、これらの差異を踏まえ、利用者の状況に応じて認められる利用の幅を
整理しています。 
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第 2 部 ガバメント AI 源内に適用するガイドライン 

以下では、「ガバメント AI 源内」を利用するそれぞれの利用シーンにおいて、「ガバメント AI 源
内」のブランド要素の表示方法を提示しています。利用者は、以下に示す「取扱い方を確認する手
順」に沿って、本ガイドラインの内容をご確認ください。 

 

【取扱い方を確認する手順】 

ステップ 1: 自らの利用者区分の確認 

本ガイドラインでは、利用者区分を、府省庁、自治体、法人事業者、個人事業者・任意団
体、第三者の 5 区分に分けている（5. 節参照）ので、利用者は該当する部分を参照いただき
ますようお願いいたします。なお、法人事業者のうち、政府調達契約に基づく組込みを行う場
合又はマネージド提供を行う場合は、特例の取扱いとなります。 

ステップ 2: 利用用途の確認（改変の度合い × 提供の手法） 

改変の度合いについて、設定変更レベル（無改変、設定変更、ローカライズ、UI 調整、連携
機能の組込み等）か、派生（コードの実質的な改変、機能追加、コアロジックの変更等）に
該当するのか（6.1 節参照）と、提供の手法が、内部利用・プロダクト提供・マネージド提供
のいずれなのか（6.2 節参照）について、ご確認ください。 

ステップ 3: 表示様態の確認 

表示様態を７つに分けていますので（6.3 節参照）、どれに該当するかご確認ください。 

そのうえで、７．節において、利用者ごとに、利用用途と表示様態の組合せで、表示の可否
について○・△・×の表形式で示しています。判断に迷う場合は、付録 B のフローチャート
をご参照ください。 
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5. 利用者の区分 

本ガイドラインでは、利用者を次の 5 つに区分しています。 

5.1 府省庁 

府省庁の区分は、国の行政機関（各省・庁・委員会等。デジタル庁自身を含む）が、業務・サービ
ス遂行のために 「ガバメント AI 源内」を利用する場合に参照する項目になります。 

5.2 自治体 

自治体の区分は、都道府県・市区町村等の地方公共団体が、住民向け行政サービスや内部業務シス
テムに 「ガバメント AI 源内」を利用する場合が該当します。なお、独立行政法人や公的団体で、
行政事務に近い性質の業務を行う者も、本ガイドラインの運用上は、自治体に準じて取り扱いま
す。 

5.3 法人事業者 

法人事業者の区分は、法人格を有する民間事業者（株式会社、合同会社、非営利法人等）が該当し
ます。事業の規模を問わず、法人格を有することにより、ブランド要素の誠実な使用について引き
受けうる責任の単位として扱います。なお、法人事業者のうち、政府調達契約に基づき、府省庁・
自治体向けの納品物として 「ガバメント AI 源内」を組み込む立場である政府調達ベンダーにつ
いては、契約が存在するため、別途追加の取扱いを定めることとします。 

5.4 個人事業者・任意団体 

個人事業者・任意団体の区分は、法人格を有しない個人又は任意団体が該当します。なお、法人格
の取得した場合は、7.3（法人事業者）の取扱いに移行することとします。 

5.5 第三者（教育・研究・批評・報道・解説） 

第三者（教育・研究・批評・報道・解説）の区分は、「ガバメント AI 源内」に、教育・研究・批
評・報道・解説等の目的で言及する主体が該当するものとします。 
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6. 改変の度合い・提供の手法・表示様態 

「ガバメント AI 源内」の利用に対し、本ガイドラインでは、①改変の度合い、②提供手法、③表
示様態の 3 つの観点での判断軸で整理を行います。 

6.1 改変の度合い 

１つ目は改変の度合いです。利用者が 「ガバメント AI 源内」にどの程度の改変を加えるかを、本
ガイドラインでは次の 2 段階に区分します。 

改変の度合い 内容 

設定変更レベル 

無改変での利用、又はコードの実質的なロジックを変更しない範囲の改
変のこと。設定変更、ローカライズ、自治体公式ロゴの追加、UI 調
整、連携機能の組込み等を含みます。なお、設定変更レベルに該当する
場合であっても、プロダクト提供又はマネージド提供を行うときは、誤
認防止、ロックイン回避その他本ガイドラインで定める条件を満たす必
要があります。 

派生（フォーク） 
コードの実質的な改変、機能追加、拡張、コアロジックの変更等を伴う
改変のこと。派生プロダクトとして位置づけられるものになります。 

具体的な閾値の判定（どの程度の変更をもって「派生」とみなすか）について、判断に迷う場合に
は、末尾にあるデジタル庁の問い合わせ窓口にて事前に相談してください。 

6.2 提供手法 

２つ目が提供手法です。利用者が 「ガバメント AI 源内」又はその派生物を提供する手法につい
て、本ガイドラインでは次の 3 つに区分します。 

提供の手法 内容 

内部利用 
自組織内のみで利用する場合。委託先等に利用させる場合は、自組織の
管理下にあり、一般利用者に提供されない範囲に限ります。  

プロダクト提供 
一般の事業者・住民に対して、「ガバメント AI 源内」又はその派生物を
組み込んだサービス・プロダクトを提供する場合。  

マネージド提供 
クラウドサービス（PaaS、SaaS 等）として 「ガバメント AI 源内」を
第三者に提供する場合。  
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6.3 表示様態 

３つ目が表示様態です。「ガバメント AI 源内」のブランド要素を、利用者が露出・呈示する方法に
ついて、本ガイドラインでは次の７つの様態に区分し、整理します。 

表示様態 内容 表示例 

第三者言及 

第三者が事実として記述的に
触れる場合。例えば、報道、
解説、教科書、学術論文での
紹介。 

 デジタル庁が OSS 化「ガバメント AI 源
内」使ってみた  

自己言及 

利用者自身が「使っている」
と表明する場合。例えば、プ
レスリリース、採用技術一
覧、調達公告を行う場合。 

 プレスリリース：「ガバメント AI 源内」
を XX グループ全社で展開、従業員が利
用可能に  

公式名称の保持 

「ガバメント AI 源内」の公式
名称をそのままシステム呼称
として用いる場合。なお、こ
の場合、公式名称に運営主体
併記を必須としてください。  

 ガバメント AI 源内（●●省運用） 
 ガバメント AI 源内 △△市版 

名称組込み  

利用者のサービス名称又はシ
ステム名称そのものに 「ガバ
メント AI 源内」の公式名称を
組み込む場合。  

 ガバメント AI 源内 on [事業者名] 
 ガバメント AI 源内 Managed Service 

派生表示 

オリジナルの名称を付けた上
で、派生物に「ガバメント AI 
源内ベース」「ガバメント AI 
源内互換」等の派生関係を示
す表記を用いる場合。  

 法令検索くん（ガバメント AI 源内フォ
ーク） 

公式ロゴ使用 
「ガバメント AI 源内」の公式
ロゴを利用者の媒体上に表示
する場合。  

プロダクトサイト、登壇資料での公式ロゴ掲載 

公式表示  （デジタル庁のみが対象） 
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6.3.1 公式名称の保持にあたっての運営主体併記義務 

「公式名称の保持」の様態を用いる場合には、運営主体名を併記してください。これは、「ガバメ
ント AI 源内」の公式名称が運営主体と独立に流通することによる利用者の誤認を防ぎ、運営主体
の責任関係を明確にするためです。 

なお、併記の形式は、原則として次のいずれかとしてください。 

 「ガバメント AI 源内（運営主体名 運用）」（例: 「ガバメント AI 源内（●●省運用）」） 

 「ガバメント AI 源内 運営主体名版」（例: 「ガバメント AI 源内 ●●省版」） 

6.3.2 表示様態の累積関係 

ここで、７つの表示様態は、おおむね次のような露出強度の順序になります。 

 

7. 利用者ごとのブランド要素表示の取扱い 

本章では、各利用者が 「ガバメント AI 源内」を利用する際に、改変度合いと提供手法の組合せ
（以下「利用用途」という）に応じて、6.3 に列挙したそれぞれの表示様態の可否について定めて
います。なお、 

 各表で、○は認められる、×は認められない、—は想定しないことを示しています。 

 派生に該当する場合は、いずれの利用者においても、派生物に独自の名称を付けることが原
則です。原典との関係は「派生表示」で示してください。 

なお、コード・文書そのものの利用条件は、「ガバメント AI 源内」のライセンスに基づいてくだ
さい。また、本ガイドラインは、著作権法上認められている引用等の利用について、制限するも
のではありません。加えて、例えば講演等のスライド・配布資料等におけるブランド要素の使用
については、登壇者が 「ガバメント AI 源内」を正確に紹介する目的で必要な範囲で公正に使用
する場合には、個別に認める場合があります。 

7.1 府省庁 

府省庁が公務の遂行のために 「ガバメント AI 源内」を利用する場合、その表示様態の可否は次の
表の通りとします。 
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表示様態 
設定変更 
内部利用 

設定変更 
プロダクト提供 

派生 
内部利用 

派生 
プロダクト提供 

第三者言及 ○ ○ ○ ○ 

自己言及 ○ ○ ○ ○ 

公式名称の保持 ○ ○ × × 

名称組込み ○ ○ × × 

派生表示 ○ ○ ○ ○ 

公式ロゴ使用 ○ ○ × × 

 公式名称の保持にあたっては、運営主体名（府省名等）の併記をしてください（例: 「ガバ
メント AI 源内（●●省運用）」「ガバメント AI 源内 ●●省版」）。 

 派生に該当する場合、派生物には独自の名称を付けてください。なお、当該名称をサービ
ス名称として用いることは差し支えありません。 

 公式ロゴ使用（派生時）については、原則不可ですが、デジタル庁との個別の取決めを行
った場合はこの限りではありません。 

 デジタル庁が直接運営するサービスには、上記に加えて公式表示を行うことができるもの
とします。 

 デジタル庁以外の府省庁によるマネージド提供は想定していません。 

7.2 自治体 

自治体が 「ガバメント AI 源内」を利用する場合、その表示様態の可否は次の表の通りとします。 

表示様態 
設定変更 
内部利用 

設定変更 
プロダクト提供 

派生 
内部利用 

派生 
プロダクト提供 

第三者言及 ○ ○ ○ ○ 

自己言及 ○ ○ ○ ○ 

公式名称の保持 ○ × × × 

名称組込み × × × × 

派生表示 ○ ○ ○ ○ 

公式ロゴ使用 × × × × 
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 公式名称の保持にあたっては、運営主体名（自治体名）の併記してください（例: 「ガバメ
ント AI 源内（△△市運用）」「ガバメント AI 源内 △△市版」）。設定変更レベルには、自
治体公式ロゴの追加や地域固有の文言調整を含むものとします。 

 自治体が第三者に対しマネージド提供を行うこと（例えば、広域自治体が基礎自治体に対
してマネージド提供を行うこと）は想定していません。 

7.3 法人事業者 

法人事業者が 「ガバメント AI 源内」を利用する場合、その表示様態の可否は次の表の通りとします。 

表示様態 
設定変更 
内部利用 

設定変更 
プロダクト提供 

派生 
内部利用 

派生 
プロダクト提供 

マネージド提供 

第三者言及 ○ ○ ○ ○ ○ 

自己言及 ○ ○ ○ ○ ○ 

公式名称の保持 ○ △ × × × 

名称組込み × × × × ○ 

派生表示 ○ ○ ○ ○ ○ 

公式ロゴ使用 × × × × × 

 公式名称の保持にあたっては、内部利用であっても運営主体名（事業者名）の併記を行って
ください（例: 「ガバメント AI 源内（〇〇株式会社運用）」）。そのため上表で△としていま
す。なお、自己言及時においては、誤認防止（8.3）に努めてください。 

 政府・自治体向け営業については、下記、7.3.1 の特例に沿ってください。 

 個人事業者・任意団体がマネージド提供に類する形態で第三者に提供する場合、デジタル庁
のサービスと誤認しないように留意してください。 

7.3.1 営業・広報等での言及 

法人事業者が、府省庁・自治体向けに 「ガバメント AI 源内」に言及する場合、営業・広報等にお
いて「ガバメント AI 源内の活用」「ガバメント AI 源内の運用支援」等の言及を行うことは問題あ
りません。ただし、政府による認証・推奨・委託を示唆する表現は使用できないものとします。 

7.4 個人事業者・任意団体 

個人事業者・任意団体が 「ガバメント AI 源内」を利用する場合、その表示様態の可否は次の表の
通りとします。 



11 

 

表示様態 
設定変更 
内部利用 

設定変更 
プロダクト提供 

派生 
内部利用 

派生 
プロダクト提供 

マネージド提供 

第三者言及 ○ ○ ○ ○ ○ 

自己言及 ○ ○ ○ ○ ○ 

公式名称の保持 ○  △  × × × 

名称組込み × × × × ○ 

派生表示 ○ ○ ○ ○ ○ 

公式ロゴ使用 × × × × × 

 公式名称の保持にあたっては、運営主体名（屋号名・団体名）を併記してください。プロダ
クト提供で公式名称を保持する場合、誤認防止表記（8.3）の併記を行ってください（△と表
記）。 

 派生に該当する場合は、派生物に独自の名称を付け、派生表示で原典との関係を示してくだ
さい。一般公開に伴って混同が生じないように留意してください。 

 個人事業者・任意団体がマネージド提供に類する形態で第三者に提供する場合、デジタル庁
のサービスと誤認しないように留意してください。 

7.4.1 法人格の取得による取扱いの移行 

個人事業者・任意団体が法人格を取得した場合（登簿等で確認できた時点）、7.3（法人事業者）
の取扱いに移行します。 

8. 標準表記 

8.1 「ガバメント AI 源内」に基づく派生物 

派生物については、そのドキュメント、README ファイル等の目立つ位置に、次の表記を含めて
ください： 

本ソフトウェアは、デジタル庁が公開する「ガバメント AI 源内」（URL）を基に開発された派
生物です。デジタル庁による推奨、認証又は保証を受けたものではありません。 

8.2 「ガバメント AI 源内」の組込み 

自社プロダクトに「ガバメント AI 源内」の全部又は一部を組み込む場合には、NOTICE ファイル
又は利用許諾画面等に、次の表記を含めてください： 
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本製品は、デジタル庁が公開する 「ガバメント AI 源内」のコードを含みます。 
詳細は [LICENSE/NOTICE ファイルへの参照] を参照のこと。 

8.3 誤認防止表記 

プロダクト提供又は多数の利用者に影響を及ぼすサービス提供を行う利用者は、サービス利用画
面、利用規約又は契約書等の目立つ位置に、次の表記を含めてください。 

本サービスは [事業者名] が独自に提供するものであり、デジタル庁その他の政府機関によって
運営、認証又は推奨されるものではありません。 

9. 問い合わせ・トラブル対応 

 本ガイドラインの解釈、許諾の照会、誤認使用の通報、問い合わせやトラブル対応のための
一元的な窓口を、デジタル庁内に設置します。 

 商標的要素の使用に関する事前の相談は、原則として書面（電子メールを含む）により受け
付けます。デジタル庁は、相談者に対し、妥当な期間内に回答します。判定の透明性および
不服を申し立てる機会の確保とあわせて、デジタル庁内に第三者を含む審査の仕組みを検討
します。 

 誤認使用の通報を受けた場合、デジタル庁は事実関係を確認のうえ、対応します。 

 「ガバメント AI 源内」は、ソフトウェアのみで構成されるものではなく、そこに込められ
た理念・思想（特定の事業者に依存しない。安全・安心な AI 利用実践等）や利用形態（ア
プリ、ガバナンス、セキュリティ・セーフティ）を含みます。こうした源内の理念・思想等
を改変・逸脱・毀損する方法による名称等の使用その他デジタル庁が不適当と認める使用に
ついては、事実関係を確認のうえ、対応することになります。 

 誤認使用等への対応には、相手方への修正の依頼、追加的なガイダンスの公表、必要に応じ
た法的措置を含むこととします。 

10. 所管及び責任体制 

本ガイドラインの所管及び問い合わせ先は、デジタル庁戦略・組織グループ AI 実装総括担当
になります。 

• メール：digital-ai_atmark_digital.go.jp 
※迷惑メール防止のため、「@」を「_atmark_」と表示しています。メールをお送
りになる際には、「_atmark_」を「@」（半角）に直してください。 

11. 改定 

本ガイドラインは、必要に応じて適時改定し、公表するものとします。 



13 

 

第 3 部 付録 

付録 A. LICENSE / NOTICE / README 記載例 

LICENSE ファイル冒頭の記載例（MIT License の場合） 

Copyright （c） [年] Digital Agency 
本ソフトウェアは MIT License のもとに公開されている。 
 
[以下、MIT License の本文] 
注記: 本ライセンスは、デジタル庁、「ガバメント AI 源内」その他の名称、公式ロゴ等のブランド
要素の使用許諾を含まない。これらの使用については「ガバメント AI 源内 商標およびブランドガ
イドライン」を参照のこと。 

 

NOTICE ファイルの記載例 

ガバメント AI 源内 
Copyright （c） [年] Digital Agency 
本ソフトウェアは、デジタル庁により開発・公開されている。 
 
このソフトウェアの使用、改変、再配布は、添付の LICENSE ファイルに記載された条件に従う。
本ソフトウェアの名称、公式ロゴ等のブランド要素の使用については、「ガバメント AI 源内 商標
およびブランドガイドライン」[URL] を参照のこと。 
本ソフトウェアには、次の第三者ソフトウェアが含まれる。 
- [第三者ソフトウェア名]: [ライセンス情報] 

 

README に含めるべき記載例 

## ライセンスとブランド要素 
本プロジェクトは MIT License のもとに公開されています。詳細は LICENSE ファイルを参照の
こと。なお、コードのライセンス許諾は、公式ロゴ等のブランド要素の使用許諾を含まない。 
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付録 B. 区分判定フローチャート 

利用者は、自身の区分（誰が）・改変の度合い（どれくらい変えたか）・提供の手法（どう提供
するか）を、次の判定により識別する。 

B-1 利用者区分の判定 

 

B-2 改変の度合いの判定 

 

※ 判断に迷う場合は、デジタル庁の問い合わせ窓口に事前に相談をお願いいたします。 
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B-3 提供の手法の判定 

 

※ 判断に迷う場合は、デジタル庁の問い合わせ窓口に事前に相談をお願いいたします。 
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付録 C. FAQ 

Q1. 各府省が 「ガバメント AI 源内」を内部システムとして使う場合、どのような呼称となるか。 

A1. 7.1（府省庁）の設定変更レベル × 内部利用に該当し、公式名称そのものの利用（公式名称の
保持）が可能です。ただし、混同を避けるために、運営主体名の併記をしてください。具体的には
「ガバメント AI 源内（●●省運用）」「ガバメント AI 源内 ●●省版」「ガバメント AI 源内 
powered by ●●省」等の形式を用いてください。これにより、「ガバメント AI 源内」自体と、そ
れを●●省が運用しているシステムとが、外部から見て区別できるようになります。 

Q2. 個人開発者が 「ガバメント AI 源内」をフォークして GitHub 上で公開したい。 

A2. 7.4（個人事業者・任意団体）の派生 × プロダクト提供に該当します。派生表示となるため、
独自の名称を付け、「ガバメント AI 源内からフォークした派生物である」のように関係を示してく
ださい。名称組込み・公式ロゴ使用は不可となります。フォークについては、フォーク自体ができ
るかどうかは「ガバメント AI 源内」のライセンスが定めるところでそれに沿って下さい（本ガイ
ドラインはこれを制約するものではありません。本ガイドラインが定めるのは、フォークの名称・
公式ロゴ等のブランド要素の取扱いに限られます）。 

Q3. 個人開発者が、自宅ネットワーク内のみで利用する範囲で 「ガバメント AI 源内」を改変し
ている。何か届出は必要か。 

A3. 7.4（個人事業者・任意団体）の内部利用に該当しますので、届出は不要です。改変版を一般公
開する段階でプロダクト提供に区分が変わり、その時点で誤認防止表記（8.3）が必須となります。 

Q4. 教科書や書籍で 「ガバメント AI 源内」を解説する場合の許諾は。 

A4. 著作権法に基づく適正な利用の範囲であれば、本ガイドラインによる事前許諾を要しません。
政府による執筆協力や推奨があるかのような表現は避けてください。 

Q5. 個人事業者が法人格を取得した場合、取扱いは変わるか。 

A5. 法人格を取得した時点で、7.3（法人事業者）の取扱いに移行します。法人格の取得は登記簿等
により客観的に確認します。 

Q6. 法人事業者が 「ガバメント AI 源内」を基にした商用プロダクトを販売する場合、「「ガバメ
ント AI 源内」準拠」と表示してよいか。 

A6. 7.3（法人事業者）の取扱いに該当し、改変が派生に該当する場合、独自の名称を付けたうえ
で、派生表示として「ガバメント AI 源内 参照」「ガバメント AI 源内 フォーク」と表示すること
は問題ありません。ただし、政府による認証・推奨・保証を示唆する表現は避けてください。誤認
防止表記（8.3）を併記することが望ましいです。 
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Q7. 「ガバメント AI 源内」の公式ロゴを技術カンファレンスの登壇資料で使ってよいか。 

A7. 一般に、登壇者が「ガバメント AI 源内」を紹介する目的で、著作権法に基づき適正に公式ロ
ゴを使用する場合は、本ガイドラインによる事前許諾を要しません。 

Q8. 政府調達ベンダーとして納品物に 「ガバメント AI 源内」を組み込む場合、納品物の名称に
「ガバメント AI 源内 組込」と入れてよいか。 

A8. 当該調達の契約においてデジタル庁が明示的に指定している場合を除き、納品物全体の名称に
「ガバメント AI 源内」の公式名称を組み込むこと（名称組込み）はできませんが、納品物の説明
や仕様書、サポート契約等で「ガバメント AI 源内 組込」「ガバメント AI 源内の運用支援」のよ
うな言及を行うことは問題ありません。 

Q9. 「設定変更レベル」と「派生」の境界はどう判定するか。 

A9. 一般的には、コードの実質的なロジックを変更せず、設定変更・ローカライズ・UI 調整・連携
機能の組込みにとどまる場合は「設定変更レベル」、機能追加・拡張・コアロジックの変更等を伴
う場合は「派生」となります。 

Q10. 「公式名称の保持」と「名称組込み」の違いは。 

A10. 「公式名称の保持」は、運営主体名を併記したうえで「ガバメント AI 源内」の公式名称をシ
ステム呼称として用いるもの（例: 「ガバメント AI 源内（△△市運用）」「ガバメント AI 源内
（●●省版）」）です。運営主体が明示されることにより、誰が運用しているシステムかが分かるよ
うにすることを目的としています。 
「名称組込み」は、自社サービス名称そのものに「ガバメント AI 源内」の公式名称を組み込むも
の（例: 「ガバメント AI 源内 on [事業者名]」「ガバメント AI 源内 Managed Service」）です。サ
ービスのブランディング自体に「ガバメント AI 源内」の名称が組み込まれます。 

 

以 上 

 

 


